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１．はじめに 
 

MPEP 609.02(II)(A)(2)によれば、出願人は、親出願において引用された先行技術文献を継続出

願において再度 IDSとしてUSPTOに開示する義務を有していません。このような場合であって、継続

出願が特許付与された場合、当該特許の第１ページには、親出願で引用された先行技術文献は印字

されません。すなわち、出願人が上記先行技術文献を継続出願に係る特許の第１ページに印字する

ことを希望する場合には、継続出願において、これらの先行技術文献を IDSとしてUSPTOにファイル

することが必要となります。 

 

 2018年 10月 25日に、官報において、USPTOは、"Access to Relevant Prior Art Initiative"

（以下、RPAイニシアチブという。）の段階的な実施を行う旨、公示し、この RPAイニシアチ

ブを第１段階として、2018年 11月 1日から実施を開始しました。この RPAイニシアチブは、

上記の継続出願の場合のように、情報開示義務の負担の軽減を図る重要な最初のステップとして

位置付けられています。 

 

RPAイニシアチブの第１段階について、以下に詳細に説明します。 
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